
事務事業数

4

施策目標
トドやオットセイ等による漁業被害対策を総合的に推進し、被害の低減・防止を図る。
外来魚の駆除及び拡散防止を図る。

政策体系
(中項目)

豊かで優れた自然・生物多様性の保全とその継承
政策体系
コード

知事公約　創生総合戦略

緊急性
優先性

前年度
二次評価
意見

- 対応状況
(R4.3時点)

-

実績と成果

トド採捕数の管理を行う。
外来魚の駆除及び拡散防止に向け、地元関係者による
駆除・調査・拡散防止等の指導を行う。

水産振興課、漁業管理課所管課
水産

林務部

現状と
課題

海獣類による深刻な漁業被害が発生しており、被害防止対策を総合的に推進する必要がある。
道内に生息する外来魚は魚食性が強く、在来種の資源量や生態系に与える影響が懸念されることか
ら、拡散防止対策を進める必要がある。

連携状況

施策名 海獣類の個体数に配慮した漁業被害対策の推進
施策

コード
0702

予算額
（千円）

Ｒ４ 51 Ｒ３ 51

令和４年度　基本評価調書①

今年度の取組

所管部局

1（3）B

遅れている総合判定SDGs

関連重点
戦略計画等

Ｒ２ 51

北海道アザラシ管理計画検討会を通じ、生息数の調査結果の情報共有や被害防止対策の検討など関
係部局（環境生活部等）と連携した取組を行っている。海獣類の出現に伴う被害や防止対策の情報
を地域全体で共有することによって、被害対策（採捕や休漁等による被害回避）が効率的に進めら
れているなど、海獣被害対策や外来魚対策について、地域関係者と連携した取組の効果が確認でき
る。（北海道アザラシ管理計画検討会：(R1)R2.2.6 25名参加、(R2)R3.3.8書面開催、
(R3)R3.8.11web開催32名参加、R4.3.25web開催27名参加）

海獣被害対策や外来魚対策について、依然として深刻な漁業被害となっていることから被害軽減が強く望ま
れており、地域関係者と連携し取り組んでいるほか、R3年度のトドによる漁業被害額は、全道で約7億5千万
円と未だに大きな被害となっていることから、トド駆除など被害軽減対策による支援の拡充・強化及び被害
に対する補償など新たな支援制度の創設について、国に対して必要な要望を実施している。

主な取組

○漁業者ハンター育成支援の実施（R1:2
名、R2:2名、R3:0名）
○国費（有害生物漁業被害防止総合対策、
鳥獣被害防止総合対策）を活用した駆除や
被害を軽減する強化網導入等の被害防止対
策を実施。（R1:36団体、R2:37団体、R3:37
団体）
○振興局海獣被害防止対策連絡会議（設置8
振興局）等による情報の共有化を実施。
（情報提供：R1:1回、R2:1回、R3:1回）
○渡島総合振興局管内の河川で外来魚生息
調査を実施。（実施済：6月、今後：7月
～）



<成果指標の達成状況>　⇒３つ以外の指標は、補助指標調書に記載
増加 万円 H30年度 R元年度 R2年度 最終目標(R7) 達成率 指標判定

目標値 1,143 1,166 1,190 1,324
実績値 1,122 953 866 -

R2年度 R3年度 R4年度 最終目標() 達成率 指標判定
目標値
実績値

R2年度 R3年度 R4年度 最終目標() 達成率 指標判定
目標値
実績値

【総合判定】

対応方針番号

漁業生産額（漁業就業者１人当
たり）（暦年）

72.8%

分析（主な取組と成果）

-

設定理由

分析（主な取組と成果）

分析（主な取組と成果）

海獣による被害対策を推進しているものの、令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響により魚価安と
なったことなどから、「漁業生産額（漁業就業者１人あたり）」の目標値を達成できなかった。

設定理由

指標名①

D

-

北海道総合計画、北海道水産業・漁村振興推進計画に基づき、海獣等による漁業被害対策を推進す
ることにより得られる施策の効果を把握する指標として設定。

-

指標名②

指標名③

設定理由

令和４年度　基本評価調書② 施策名
海獣類の個体数に配慮した漁
業被害対策の推進

施策
コード

0702

③

○ D 総合判定 遅れている

-

連携状況
緊急性
優先性

指標判定○

翌年度に
向けた

対応方針

内容

①
漁業生産額の低迷は、トドの来遊による影響も一つの要因として考えられることから、引き続
き、トド来遊実態の把握に務め、絶滅回避との両立を目指しつつ、採捕枠に基づく確実な採捕の
実施を図り、漁業被害の軽減に取り組む。

②
道内に生息する外来魚は魚食性が強く、在来種の資源量や生態系に与える影響が懸念さ
れることから、外来魚の駆除及び拡散防止に向け、地元関係者による駆除・調査・拡散
防止等の指導を行う。



<二次政策評価>

対応方針番号

令和４年度　基本評価調書③ 施策名

二次政策
評価への
対応

　国と連携したトド管理体制のもと、駆除などの被害対策を確実かつ円滑に推進するとともに、漁業被害状
況等の把握に務めるほか、トド管理基本方針のR6見直しに向けた検討に参画するなど、漁業被害防止対策
に関する取組の一層の推進を図る。

R4年度
二次政策
評価

【施策目標の達成状況】
総合計画に掲げる、人と自然・生き物が共生する社会づくりのため、海獣類による漁業被害防止対
策を総合的に推進することが重要であり、総合計画の政策目標の実現に向け、取組の一層の推進を
検討すること。

海獣類の個体数に配慮した漁
業被害対策の推進

施策
コード

0702

R5新規事
業数

方向性
関連する事務事業
（新規・拡充）

トドの来遊実態や漁業被害の把握に務めるほか、国と連携したト
ド管理のもと、駆除などの被害対策の確実かつ円滑な推進によ
り、漁業被害の軽減が図られるよう取り組む。

外来魚の駆除及び拡散防止に向け、地元関係者による駆除・調
査・拡散防止等の指導を行う。

①

②

③

Ｒ５
施策の
方向性



施策名 施策コード

うち
一般財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

方向性

0302 - 事務 トド採捕頭数の管理 水産振興課 0 0 0.2 0.8 1.0 7,784 ①
改善（指標

分析）
【施策目標の達成状況・事務事業の有効性】
※基本評価調書③ <二次政策評価>参照

改善

0303 - 事務 トド等被害・来遊実態の調査 水産振興課 0 0 0.5 0.9 1.4 10,898 ①
改善（指標

分析）
【施策目標の達成状況・事務事業の有効性】
※基本評価調書③ <二次政策評価>参照

改善

0304 - 事務
鳥獣被害防止特別措置法に基づく
計画協議

水産振興課 0 0 0.1 0.0 0.1 778 ①
改善（指標

分析）
【施策目標の達成状況・事務事業の有効性】
※基本評価調書③ <二次政策評価>参照

改善

0501 - 一般 外来魚拡散防止総合対策事業費 漁業管理課 51 51 0.7 0.8 1.5 11,727 ②
改善（指標

分析）
【施策目標の達成状況・事務事業の有効性】
※基本評価調書③ <二次政策評価>参照

改善

0 51 51 1.5 2.5 4.0計

市町村が策定する鳥獣による被害防止計画の協議に応じ、計画の実施状況を
把握

密放流防止対策や湖沼や河川等で駆除等を実施。

令和４年度

執行体制
フル
コスト

（千円）

国が示すトド管理基本方針をもとに、委員会指示により採捕数の最高限度を設
定し、採捕頭数を管理

トド等の来遊・被害状況を調査し、漁業被害対策の資料とするほか、トドの採捕
管理に役立てる。

一次政策評価

令和４年度

二次政策評価意見

　国と連携したトド管理体制のもと、
駆除などの被害対策を確実かつ円
滑に推進するとともに、漁業被害状
況等の把握に務めるほか、トド管理
基本方針のR6見直しに向けた検討
に参画するなど、漁業被害防止対策
に関する取組の一層の推進を図る。

0702

整理番号 重複施策 経費区分 事務事業名 事務事業概要
課・局
室名

前年度から
の繰越事業
費（千円）

令和4年度　事務事業評価調書
海獣類の個体数に配慮した漁業被害対策の推
進

事業費
（千円）

ACTION　結果への対応（令和５年度）

次年度
方向性

二次評価意見への対応状況


